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東京電力株式会社（以下、「東電」という。）が提出した「
福島第一原子力発電所第1～4号機に対する「中期的安全

確保の考え方」に基づく施設運営計画に係る報告書（その
1）（改訂）」（以下、「報告書」という。）に関する原子炉注水原子炉注水

異常時の炉内構造材温度評価、核分裂生成物の放出量異常時の炉内構造材温度評価、核分裂生成物の放出量
評価及び評価及び環境環境影響評価に用いた、解析条件、計算過程及影響評価に用いた、解析条件、計算過程及
び解析結果の妥当性について確認び解析結果の妥当性について確認する。

なお、JNES基本解析については、従来の解析（再注水
温度100℃）を「基本解析2」とし、原子力安全・保安院から
の要請で再注水温度50℃とした解析を追加し、「基本解析
1」とした。

目 的
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・降雨の影響（委員コメント
対応）
→乾性沈着のみを考慮した
場合と湿性沈着と乾性沈着
を両方考慮した場合の計算
を行い、結果に対する影響を
確認する。（SA相当事象のみ
）
・吹き上げ高さの影響（委員
コメント対応）
→浮力による上昇を考慮した
場合と考慮しない場合の計
算を行い、結果に対する影響
を確認する。（SA相当事象の
み）
・実効放出継続時間を変更し
た場合の結果に対する影響
を確認（SA相当事象のみ）

・上部構造材からRPVへ
の輻射考慮、初期燃料温
度及び燃料の存在位置の
温度評価における温度プ
ロファイル及び発生蒸気
量に基づき放出量を評価
・セシウム放出源の検討
（燃料内部に残存するセシ
ウムからの放出）
・蒸気圧曲線はJNES整
備の熱力学データベース（
SA相当事象のみ）

・上部構造材からRPVへの
輻射を考慮し、構造材温度
上昇への影響を確認（SA相
当事象のみ）。
・初期燃料温度を変化させ
て構造材温度上昇への影響
を確認（SA相当事象のみ）。
・燃料の存在位置の影響（
委員コメント対応）
→燃料の存在位置(RPV下
部と炉心支持板の上)を変
化させて、結果に対する影
響を確認する。（SA相当事
象のみ）
・注水温度を変化させて構
造材温度上昇への影響を確
認（SA相当事象のみ）。

感度解析
入力条件が結果に及ぼす
影響を確認するための解
析

JNES基本解析で得られた放
出量を用いた線量評価（3事
象）
・相対濃度及び相対線量は
JNESで計算

JNES基本解析で得られた
温度分布を用いた放出量
評価（3事象）
・温度評価で最も温度の
高い部位
・蒸気圧曲線はJNES整
備の熱力学データベース

RELAPモデルを用いた温度
評価（3事象（過渡相当、事
故相当、SA相当））
・燃料、RPV胴部、上部構
造材の相互の輻射を考慮し
温度挙動を評価

基本解析
JNESが最も妥当であると
判断した解析条件を用い
た解析。
判断のめやすとの比較を
行い、評価の妥当性を確
認する。

環境影響評価放出量評価炉内構造材温度評価

クロスチェック解析の概要（1/2）

青字：意見聴取会での委員コメント対応
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事業者と同様の放出量及
び相対濃度・相対線量を用
いた評価（3事象）

事業者と同様の温度分布
及び蒸気量を用いた放出
量評価（3事象）
・上部構造材
・事業者が用いた蒸気圧
曲線

事業者モデルと同等のモデ
ルを用いたRELAPコードに
よる温度評価（3事象）

参考解析
事業者評価の妥当性を確
認するための解析

環境影響評価放出量評価炉内構造材温度評価

クロスチェック解析の概要（2/2）
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Ⅰ.炉内構造材温度評価

1. 解析内容と条件

1.1 解析内容

1.2 注水停止時のプラント挙動

1.3 計算全体の流れ

1.4 温度評価モデル（JNES vs. 事業者比較）

1.5 RELAPコードノード図

1.6 再注水時冷却モデル（JNESと事業者の相違）

1.7 福島第一注水停止事象（解析条件）

2. 基本解析結果

2.1 基本解析1（シビアアクシデント相当 注水停止12時間 注
水温度50℃）

2.2 基本解析2（シビアアクシデント相当 注水停止12時間 注
水温度100℃）
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3. 参考解析結果

3.1 JNES参考解析モデル（事業者再現）

3.2 参考解析（シビアアクシデント相当 注水停止12時間）

3.3 要因分析（輻射形態）

3.4 要因分析（注水冷却モデル）

4. 感度解析結果

4.1 感度解析(上部構造材からRPV上部壁への輻射の考慮)
4.2 感度解析(初期温度)
4.3 感度解析(燃料位置)
4.4 感度解析（注水温度による発生蒸気流量へ影響）

5. まとめ



7

独立行政法人独立行政法人原子力安全基盤機構原子力安全基盤機構

1.1 解析内容

1. 解析内容と条件

冷温停止達成後、注水が停止し、冷却材が無くなると、燃料
の崩壊熱による輻射伝熱により炉内構造材温度が上昇する。

このため、詳細な輻射伝熱解析モデルを有するRELAP5／
MOD3.3コードを用いて炉内構造材の温度上昇を評価し、その

妥当性を確認する。
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1.2 注水停止時のプラント挙動

原子炉注水中 注水停止 注水再開

上部構造材

側部構造材

燃料

輻射による
加熱

Cs蒸発

瞬時に保有
水無し(仮定)

発生蒸気に
よるCs放出

注水の
蒸発

注水再開

•注水停止後、直ぐに保有水が無くなり、構造材は輻射により加熱される。

•注水再開後はCsが蒸気によって放出される。

高温時
にキャリ
ア蒸気を
高く見積

もる
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1.炉内構造材温度評価(Ⅰ章)
• 原子炉注水停止
• 瞬時に保有水ゼロ(仮定)
• 崩壊熱による燃料温度上昇
• 輻射による構造材温度上昇

2.核分裂生成物の放出量評価(Ⅱ.1章)

3.環境影響評価(Ⅱ.2章)

1.3 計算全体の流れ
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JNES RELAPモデル(参考解析)

輻射形態 平行平板相当(２体間×２)

輻射経路
燃料 上部構造材
燃料 側部構造材

物性値等 一定(比熱、構造材温度分布)

1.4 温度評価モデル(JNES vs. 事業者比較)
事業者モデル

輻射形態 平行平板相当(2体間×２)

輻射経路
燃料 上部構造材
燃料 側部構造材

物性値等 一定(比熱、構造材温度分布)

JNES RELAPモデル(基本解析)

輻射形態 円盤(燃料、上部)
中空円筒(側部)

輻射経路
燃料 RPV胴部
燃料 上部構造材
側部構造材 上部構造材

物性値等 比熱、熱伝導率等温度依存

構造材温度分布有り

RPV上部

③上部構造材

②側部

構造材

③上部構造材

①燃料

③上部構造材

①燃料

②側部
構造材

①燃料

②側部

構造材

JNESモデルでは、輻射経路を考慮し、燃料、側部構造材、上部構造材の温度挙動を評価
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1.5 RELAPコードノード図

断熱
710 ↓

tmdpvol J705

1atm valve 40 上部構造材 40

上部ノード

側部構造材 20 側部構造材
輻射

輻射
20 20

下部プレナム ↑
400 J410 10 断熱

tmdpvol tmdpjun 燃料体 110

1atm、100℃ ↑
注水 断熱
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1.6 再注水時冷却モデル(JNESと事業者の相違)

：注入水温度　　

　：面積　

　：熱伝達係数　

：水の蒸発潜熱　

：注水流量　

wtr

fg

T
A
h

h
W

    
      ( )

fgvap

wtrcorevap

hWQ

TTAhQ

⋅=

−⋅=

事業者：

：      JNES

　：蒸気温度　

：上部構造材の温度　

：発生蒸気の比熱　

stm

us

stm

T
T
Cp

      
  

全体(燃料)のエネルギーバランスの式

上部構造材のエネルギーバランスの式

( ) vapssradusraddecay
core

corecore QQQQ
dt

dTCpM −+−= __

QQ
dt

dTCpM usrad
us

usus −= _

エネルギーバランスにおける注水冷却の取り扱いが異なる。

( )
( )stmusstm

stmus

TTCpWQ

TTAhQ

−⋅=

−⋅=

事業者：

：      JNES

への輻射伝熱量：原子炉圧力容器胴部　

伝熱量：上部構造材への輻射　

：炉心燃料崩壊熱　

：炉心燃料温度　

：炉心燃料比熱　

：炉心燃料重量　

ssrad

usrad

decay

core

core

core

Q

Q

Q
T
Cp
M

_

_
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1.7 福島第一注水停止事象(解析条件)

20m3/h(水)
100℃
0.652m3/s(崩壊熱÷

蒸発潜熱÷密
度)

基本解析 2

平行平板相当
2体間輻射×2

平行平板相
当

2体間輻射
×2

基本解析とベース条件は
同じとし、下記をサーベイ

・RPV上部への輻射追
加

・燃料配置サーベイ
・燃料初期温度サーベ

イ

3体間輻射
・溶融燃料形状 ：円盤
・上部構造材平板：円盤
・側部構造材 ：中空円柱

(内径：シュラウド,厚み：RPV)

輻射モデル

燃 料：0.4kJ/(kg-K)
構造材：0.511kJ/(kg-K)

未使用

→←

燃 料：温度依存(UO2)
構造材：温度依存

燃 料：温度依存(UO2+SUS+Zry)
構造材：温度依存

物性値
比熱

熱伝導率

報告書記載式RELAP5MOD3.3解析コード

20m3/h(水)
100℃
(8.9m3/s蒸気：注水流量相
当)

→←

20m3/h(水)
50℃
RELAP評価値

再注水流量
再注水温度
発生蒸気量(キ
ャリア蒸気)

0.88MW(2011.10.17)
停止時に瞬時に水位0mm

100℃(構造材)、150℃(燃料)

解析条件・想定
崩壊熱
水位
初期温度

過渡相当 (注水停止時間 1時間)
事故相当 (注水停止時間 7時間)
シビアアクシデント相当 (注水停止時間12時間)

対象事象

1F3(崩壊熱0.88MW)プラント

事業者解析参考解析感度解析基本解析 1
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0

200

400

600

800

0 5 10 15 20

時間(hr)

温
度

(℃
）

燃料（上面）

側部構造材（内面）

上部構造材（下面）

燃料

上部構造材

JNES

事業者

2.1 基本解析1 (シビアアクシデント相当 注水停止12時間
注水温度50℃)

燃料温度が高い

構造材温度が低い

冷却速度が遅い

「3.参考解析」にて

要因分析実施

JNESによるRELAP基

本解析では事業者結果
よりも

再注水
12時間後
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0

200

400

600

800

0 5 10 15 20

時間(hr)

温
度

(℃
）

燃料（上面）

側部構造材（内面）

上部構造材（下面）

燃料

上部構造材

JNES

事業者

燃料温度が高い

構造材温度が低い

冷却速度が遅い

「3.参考解析」にて

要因分析実施

JNESによるRELAP基

本解析では事業者結果
よりも

再注水
12時間後

2.2 基本解析2 (シビアアクシデント相当 注水停止12時間
注水温度100℃)
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JNES RELAPモデル(参考解析)

輻射形態 平行平板相当(２体間×２)

輻射経路
燃料 上部構造材
燃料 側部構造材

物性値等 一定(比熱、構造材温度分布)

3.1 JNES参考解析モデル(事業者再現)
事業者モデル

輻射形態 平行平板相当(2体間×２)

輻射経路
燃料 上部構造材
燃料 側部構造材

物性値等 一定(比熱、構造材温度分布)

JNES RELAPモデル(基本解析)

輻射形態 円盤(燃料、上部)
中空円筒(側部)

輻射経路
燃料 RPV胴部
燃料 上部構造材
側部構造材 上部構造材

物性値等 比熱、熱伝導率等温度依存
構造材温度分布有り

RPV上部

③上部構造材

②側部

構造材

③上部構造材

①燃料

③上部構造材

①燃料

②側部

構造材

①燃料

②側部

構造材

RELAPコードで、事業者解析を再現

3. 参考解析結果
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3.2 参考解析(シビアアクシデント相当 注水停止12時間)

・再注水前：輻射形態を事業者に合わせることにより、温度上昇一致。

・再注水後：燃料への注水と構造材への蒸気注入を別々に行うことにより実現。

0

200

400

600

800

0 5 10 15 20

時間(hr)

温
度

(℃
）

燃料（上面）

上部構造材（下面）

燃料

上部構造材

JNES

事業者

輻射モデルと

冷却モデル

はJNESと事業

者で同等

再注水12時間後
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0

200

400

600

800

参考解析 ケース2 ケース1 基本解析

温
度

(℃
)

側部構造材

上部構造材

3.3 要因分析(輻射形態)

輻射形態 平行平板 平行平板 円筒 円筒

構造材温度評価 １点／物性一定 １点／物性一定 １点／物性一定 分布／物性温度依存

※再注水開始時点(12時間後)での温度

・輻射形態の観点から、事業者解析は構造材温度を高く評価し保守的

保守的

非保守的

構
造

材
温

度
(℃

)

(事業者模擬) (JNES)

冷却モデル 水+蒸気冷却 RELAP熱水力 RELAP熱水力 RELAP熱水力
(事業者モデル)
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3.4 要因分析(注水冷却モデル)

0

200

400

600

800

0 5 10 15 20

時間(hr)

温
度

(℃
）

燃料（上面）

側部構造材（内面）

上部構造材（下面）

燃料

上部構造材

JNES

事業者

事業者モデル

注水流量の全量が蒸発す
ることによる急速な温度低
下

JNESモデル

燃料温度の低下による輻
射の減少により、構造材
温度は緩慢に温度低下

事業者モデルでは再注水後の温度低下が速い。
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4. 感度解析結果
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4 感度解析項目

(1)上部構造材からRPV上部壁への輻射を考慮

上部構造材温度をより詳細に評価するため、上部構造材と向かい合う
RPV上部壁への輻射を考慮。

(2)燃料初期温度

基本解析では燃料初期温度を150℃と仮定しているが、燃料初期温度に

は不確実さがあるため、初期温度に対する感度を確認。

(3)燃料位置

基本解析では燃料位置は下部プレナムと仮定しているが、燃料の一部が
炉心支持板上に堆積しているとして、構造材温度を確認。

(4)注水温度による発生蒸気量への影響評価

放射性物質の放出量の評価では放出蒸気量を使用する。この放出量は注
水温度の影響を受けるため、感度解析を実施する。
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4.1 感度解析(上部構造材からRPV上部壁への輻射を考慮)

③上部構造材

④RPV上部

①燃料

②側部

構造材

基本解析 感度解析 差異
上部構造材
最高温度

171℃ 169℃ 2℃

0

200

400

600

800

0 5 10 15 20

時間(hr)

温
度

(℃
）

燃料（上面）
側部構造材（内面）
上部構造材（下面）
燃料（上面）
側部構造材（内面）
上部構造材（下面）

感度解析

基本解析

目的：上部構造材から
RPV上部壁への輻

射を考慮した場合
の影響評価

方法：

コード：RELAPコード

事象：シビアアクシデント
相当事象

評価値：構造材温度
サーベイ対象：

RPV上部への輻射

結果：影響はほとんどない。

理由：RPV上部壁の体積

が、構造材全体の
体積に比べて小さく、
エネルギー配分効
果が少ない。

結果：影響はほとんどない。

理由：RPV上部壁の体積

が、構造材全体の
体積に比べて小さく、
エネルギー配分効
果が少ない。
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4.2 感度解析(初期温度)
燃料初期温度100℃ 燃料初期温度200℃

0

200

400

600

800

0 5 10 15 20

時間(hr)

温
度

(℃
）

燃料（上面）
側部構造材（内面）
上部構造材（下面）
燃料（上面）
側部構造材（内面）
上部構造材（下面）

感度解析

基本解析

0

200

400

600

800

0 5 10 15 20

時間(hr)

温
度

(℃
）

燃料（上面）
側部構造材（内面）
上部構造材（下面）
燃料（上面）
側部構造材（内面）
上部構造材（下面）

感度解析

基本解析

532℃510℃521℃燃料温度

179℃163℃171℃上部構造材最高温度

200℃100℃150℃初期燃料温度

感度解析基本解析

目的：燃料初期温度には不確実さがあるため、初期温度に対する感度を確認。

結果：燃料初期温度を±50℃変動させても、構造材温度上昇は±10℃程度の範囲に留まる。

理由：燃料エネルギーが構造材全体に輻射で配分されるため、構造材温度への影響は分散される。

目的：燃料初期温度には不確実さがあるため、初期温度に対する感度を確認。

結果：燃料初期温度を±50℃変動させても、構造材温度上昇は±10℃程度の範囲に留まる。

理由：燃料エネルギーが構造材全体に輻射で配分されるため、構造材温度への影響は分散される。



24

独立行政法人独立行政法人原子力安全基盤機構原子力安全基盤機構

4.3a 感度解析(燃料位置)

④支持板上の燃料

RPV上部

③上部構造材

①燃料

②側部構造材

方法：

燃料位置サーベイ範囲

・上部燃料：炉心支持板上 0～70%*

・下部燃料：下部プレナム 100～30%
*1F3の炉心燃料の存在割合推定値約50%を包含する範囲

(JNES-RE-2011-0002 「東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事
故に係る1号機、2号機および3号機の炉心状態に関する評価」)

目的：燃料位置に依存した構造材温度を確認。

基本解析： 下部プレナム内

感度解析： 燃料の一部が炉心支持板
上に残存
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0
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0 20 40 60 80

炉心支持板上に残存する燃料の割合[%]

温
度

[℃
]

側部構造材ピーク温度

上部構造材ピーク温度

事業者解析上部構造材

4.3b 感度解析(燃料配置)

結果：炉心支持板上に燃料が多くある方が、構造材温度が若干上がる傾向。

約260約21050%

事業者(S/A相当)

JNES
感度解析

炉心支持
板上の燃
料割合

記載無約300

約270約22070%

約240約20030%

約220約180JNES基本解析

(S/A相当)

側部上部

構造材温度(℃)

JNES基本解析結果

事業者解析結果



26

独立行政法人独立行政法人原子力安全基盤機構原子力安全基盤機構

1.0E+01

1.0E+02

1.0E+03

1.0E+04

1.0E+05

1.0E+06

0 20 40 60 80 100 120

注水温度[℃]

蒸
気

積
算

放
出

量
[m

3
]

積算放出蒸気量[m3]

4.4a 感度解析（注水温度による発生蒸気流量への影響）

100時間までの積算放出蒸気流量

現実的な注水温度

RELAP評価値

目的：現実的な発生蒸
気量を見積る。

方法：

コード：RELAPコード

事象：シビアアクシデント
相当事象

評価値：100時間後まで

の放出蒸気流量積
算値

注水温度サーベイ範囲：

20℃～100℃

燃料蓄熱相当の蒸気

結果： ・蒸気発生量は注水温度に対して感度があり、60℃以下では崩壊熱による蒸気発生は
無く、注水停止時に燃料に蓄熱された熱による蒸気発生。

・基本解析2の発生蒸気は基本解析1に対して1000倍程度大きい。

・再注水直後の高温燃料の蓄熱による蒸発量は小さい。

・再注水開始後の注水温度は、構造材のピーク温度にはほとんど影響しない。

基本解析2の仮定

崩壊熱0.88MW相
当の蒸気放出量

基本解析1
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温
度
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燃料(上面)

側部構造材(内面)

上部構造材(下面)

燃料(上面)

側部構造材(内面)

上部構造材(下面)

100℃注水

50℃注水

4.4b 感度解析(注水温度による発生蒸気流量への影響)

50℃の場合は

燃料冷却が早く
なる。

基本解析2

基本解析1
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5. まとめ
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■事業者解析の妥当性
•輻射形態を厳しめに設定しているため構造材温度を高く見積もる。

→保守的な評価と考えられる

•再注水後の温度は蒸気冷却モデルにより急速に低下する
→非保守的な評価と考えられる

☆総合的な保守性を核分裂生成物放出量、線量評価で検討
■参考解析

•再注水開始前の温度挙動は同等な輻射モデルを用いるとJNESと事業

者解析は一致。
■感度解析

•上部構造材からRPV上部壁への輻射： 影響はほとんどない。
•燃料初期温度 ：初期温度に対して構造材温度は若干変化。
•燃料位置 ：炉心支持板上に燃料が多くある方が構造材温度

が若干上昇。

•注水温度による発生蒸気流量への影響：
蒸気発生量は注水温度に対して感度があり、
60℃以下では崩壊熱による蒸気は発生しない。

5. 解析結果のまとめ
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Ⅱ.核分裂生成物の放出量及び

環境影響評価

1.1 基本解析の解析条件及び解析結果
1.2 参考解析の解析条件及び解析結果
1.3 感度解析の解析条件及び解析結果

1. 核分裂生成物の放出量評価

2. 環境影響評価

2.1 基本解析の解析条件及び解析結果
2.2 参考解析の解析条件及び解析結果
2.3 感度解析の解析条件及び解析結果

3. まとめ
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1.核分裂生成物の放出量評価

- 福島第一原子力発電所3号機の原子炉注水に異常があっ

た場合に、圧力容器の上部構造材等に付着しているセシ
ウム（化学形態はＣｓＯＨ）が温度上昇に伴い蒸発し、環境
へ放出される量を評価する。(燃料から放出されたセシウ

ムは燃料よりも温度の低い圧力容器内壁・構造材等に沈
着しているものと想定)

- 圧力容器内部の温度は、一様で上部構造材等の放出源と

等しく、セシウム濃度は圧力容器内において平衡状態を仮
定する。

- 蒸発したセシウムは、崩壊熱相当の蒸気によって圧力容器

外へ漏えいし、環境へ放出されるとする。
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TR
VP

M gCsOH
CsOH ⋅

⋅
=

difdifgravgravg

CsOH
CsOH AAV

M
C

⋅+⋅+
=

νν

gCsOHleak VCM ⋅=

MCsOH ：セシウム（CsOH）発生量（Bq/s）
PCsOH ：セシウム（CsOH）飽和蒸気圧（Pa）
Vg ：崩壊熱相当の蒸気流量（m3/s）
R ：気体定数（8.3 J/(mol-K)）
T ：放出源の温度（K）
CCsOH ：セシウム（CsOH）平衡濃度（Bq/m3）
νgrav ：重力沈降速度（1.65×10-5m/s）
Agrav ：重力沈降面積（314m2）
νdif ：ブラウン拡散沈着速度（1.3×10-5m/s）
Adif ：ブラウン拡散沈着面積（14,500m2）
Mleak ：セシウム（CsOH）放出量（Bq/s）

セシウムの放出量評価に用いた計算式
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1.1 基本解析の解析条件及び解析結果

- 基本解析では、セシウムの飽和蒸気圧曲線はJNESが

整備したものを用いた。
- 放出源の温度については、JNESの基本解析結果から、
圧力容器内部で最も温度が高くなる部位とし、RELAP
コードを用いた炉内構造物内の温度評価結果を用いた。
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温度：T℃Cs

平衡を仮定
Cs濃度は飽和蒸気圧によって決定される

放出源は最も温度の高くなる部位

・蒸気によって環境へ放出
・建屋のDFは無視

比放射能
Cs-134: 1.92x1014 Bq/mol
Cs-137: 1.69x1014 Bq/mol

2.57x1082.92x108300℃

7.30x1058.29x105200℃

2.96x1013.36x101100℃

Cs-137Cs-134
Cs放射能濃度(Bq/m3)

温度の時間変化に従って
放出量を積分

格
納
容
器
の
Ｄ
Ｆ
は
考
慮

格納容器 建屋 環境

RPV
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CsOHの飽和蒸気圧曲線

事業者の蒸気圧曲線は高温で
やや過大評価

事業者のデータベース
50℃ ≦T ≦350℃

JNESのデータベース
50℃ ≦T ≦400℃

10-10

10-8

10-6

10-4

10-2

100

100 150 200 250 300 350 400

蒸
気

圧
(P

a)

Temp. (℃)

申請者

JENS

NUREG/CR-1820

JNES*

事業者

＊独立行政法人原子力安全基盤機構、「平成21年
度 原子炉施設のアクシデントマネージメントに係
る知識ベースの整備に関する報告書=環境への
影響緩和=」、平成22年10月、10原シ報-0007
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表2.1 セシウムの大気中放出量の基本解析結果

注水量相当崩壊熱相当50℃注水での
RELAP解析結果

蒸気発生量

約2.9×108 Bq
約2.6×108 Bq

JNES基本解析
1

約1.8×1010 Bq
約1.6×1010 Bq

JNES基本解析
2 事業者解析核種事象

シビアアクシ
デント相当

Cs-134
Cs-137

約4.0×1011 Bq
約3.5×1011 Bq

- シビアアクシデント相当事象では、発生蒸気量が少ないこと
と放出源の温度が事業者解析（14頁及び15頁参照）に比べ

て低いため、セシウムの大気中放出量が小さい結果となった。
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解析条件
Cs放出源→温度の最も高くなる部位
CsOHの蒸気圧曲線→JNES
温度→RELAPによる解析結果
蒸気量→ RELAPによる解析結果

放出量
Cs-134: 約2.9×108 Bq
Cs-137:   約2.6×108 Bq

JNES基本解析1(シビアアクシデント相当)

0.0
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JNES基本解析2(シビアアクシデント相当)
解析条件
Cs放出源→温度の最も高くなる部位
CsOHの蒸気圧曲線→JNES
温度→RELAPによる解析結果

蒸気量→崩壊熱相当

放出量
Cs-134: 約1.8×1010 Bq
Cs-137:   約1.6×1010 Bq

0.0

5.0x109

1.0x1010

1.5x1010

2.0x1010
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1.2 参考解析の解析条件及び解析結果

- 参考解析では、セシウムの飽和蒸気圧曲線は事業者のもの
を用いた。

- 放出源は、事業者同様、上部構造材とし、その温度は事業
者と同じ値を用いた。

表2.2 セシウムの大気中放出量の参考解析結果

約4.0×1011 Bq
約3.5×1011 Bq

約4.0×1011 Bq
約3.5×1011 Bq

Cs-134
Cs-137

シビアアクシデント
相当

事業者解析JNES参考解析核種事象
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1.3 感度解析の解析条件及び解析結果

- セシウムの飽和蒸気圧曲線はJNESが整備したものを用い

た。
- 放出源の温度については、JNESの基本解析結果から、圧
力容器内部で最も温度が高くなる部位とし、RELAPコードを

用いた炉内構造物内の温度評価結果を用いた。

1.3.1 温度評価の感度解析に基づく評価
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約2.6×108約2.9×108約209
JNES基本解析1
(シビアアクシデント相当)

約1.5×1010約1.7×1010約169上部構造材からRPV上部壁への輻

射を考慮

約4.0×1011

約4.7×1011

約2.5×1011

約6.8×1010

約3.5×1010

約9.0×109

約1.8×1010

Cs-134(Bq)

JNES 感度解析

約8.0×109約163100℃燃料初期温度

約3.1×1010約179200℃

約2.2×1011約21050%

事業者(シビアアクシデント相当)

炉心支持板上の燃料
割合

約3.5×1011
約300

約4.1×1011約22070%

約6.0×1010約20030%

約1.6×1010
約180

JNES基本解析2
(シビアアクシデント相当)

Cs-137(Bq)上部構造材最高温
度(℃)

表2.3 セシウムの大気中放出量の結果

（温度評価の感度解析に基づく評価）

事業者の解析結果は非現実的な感度解析結果とほぼ同等
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- 福島第一原子力発電所3号機の原子炉注水に異常があった

場合に、圧力容器内部の燃料温度が上昇し、環境へ放出さ
れるセシウム量を評価する。

- セシウムの放出源としては以下を考慮
燃料内部に残存するセシウム
原子炉圧力容器内壁に沈着したセシウム

- 原子炉圧力容器内壁から再蒸発したセシウムは、崩壊熱相
当の蒸気によって圧力容器外へ漏えいし、環境へ放出され
るとする。

- セシウムの飽和蒸気圧曲線はJNESが整備したものを用

いた。

- 燃料の温度は、JNESの基本解析結果を用いた。

1.3.2 セシウムの放出源の検討
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(℃
）

燃料（上面）

側部構造材（内面）

上部構造材（下面）

燃料

上部構造材

JNES

事業者

燃料及び構造材の温度(SA相当 注水停止12時間)

燃料温度が高い

構造材温度が低い

冷却速度が遅い

JNESによるRELAP基

本解析では事業者結果
よりも

再注水
12時間後

燃料にCsが残存する場合を
考慮し、燃料からのCs放出量

を評価

構造材に沈着したCsの

再蒸発による放出量を
評価
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燃料からのFP放出モデル

CORSOR-M

CORSOR-Booth

放出モデルの保守性の比較

出典：A. Hidaka, “Outcome of VEGA Program on Radionuclide Release from Irradiated Fuel under Severe 
Accident Conditions,” J. Nucl. Sci. Technol., 48(1), pp.85-102 (2011).

一般的な熱活性を律速段階と仮定し、
やや保守性を持たせた放出率の評価
が可能。モデルの不確定性を考慮し
て、計算結果を10倍した値を今回の

評価に使用。

結晶粒内拡散を律速段階と仮定して
いるため、結晶粒が破壊または溶融し
た福島の燃料では過小評価の可能性
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⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛−=

RT
Qkf exp0

&

f ：放出率（fraction/min）
k0 ：係数（1/min）
Q ：活性化エネルギー（kcal/mol）
T ：温度（K）
R ：1.987x10-3 （kcal / (mol K)）

（1）燃料からのセシウムの放出量評価

CORSOR-Mモデル*を用いて燃料からのセシウム放出量を評価

* M. Kuhlman, et al., “CORSOR User’s Manual,” BMI-2122, NUREG/CR-4173 (1985) 
** R. Gauntt, et al., “MELCOR Computer Code Manuals,” NUREG/CR-6119 (2000)

Csの放出量評価にはMELCORコードのデフォルト値**を使用

k0,Cs:2.0 x105 min-1

QCs: 63.8 kcal/mol
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(参考)CORSORーMモデルの妥当性

出典：A.L. Wright et al., “Primary System Fission Product Release and Transport,” NUREG/CR-6193, NEA/CSNI/R(94)2, 
ORNL/TM-12681, Oak Ridge National Laboratory, Oak Ridge, TN, June 1994

計算結果は実験結果を保守的に再現
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VEGA実験の試験燃料との比較

福島第一原子力発電所の燃料

① 高温になり溶融・デブリ化してセシウムが放出された燃料

② 温度は一旦上昇したが、内部にセシウムが残存する燃料
(溶融に至らなかった燃料)

↓
外部注水により冷却

↓
外部注水が停止するため燃料温度が上昇

↓
残存するセシウムが放出される

大部分が該当

CORSOR-Mモデル適用の可否

VEGA実験の検証結果を参考

照射済み燃料を使用(高温)
↓

冷却
↓

照射済み燃料を加熱(温度上昇)

セシウムが
残存する燃
料と類似

検討対象

VEGA-3実験ではCs
が100％放出
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VEGA実験

出典：日高、他、「VICTORIA2.0コードを用いた燃料からの放射性物質放出に関するVEGA-1及び-3実験解析」、
JAERI-Research 2005-001

•Boothモデルでの評価結果は実験結果より

もやや保守的
•Boothモデルよりも保守的な評価が得られ
るCORSOR-Mモデルが適当

•モデル適用の不確定性を考慮して、放出量
を10倍とする
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)
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s-
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4
放

出
量

(B
q)

Time (h)

燃料温度

Cs-134放出量
→

Csの燃料からの放出量(RPV内部)

基本解析1(シビアアクシデント相当 注水停止12時間)のRELAP解析結果に基づき
Cs-134の燃料内部からRPV内部への放出量を評価
→1F3の燃料にCORSOR-Mモデルを適用する不確定性を考慮して、RPV内部への放出量は

計算結果の10倍を想定

RPV内の燃料内

部に残存するセ
シウムの合計量
は、初期インベン
トリの1％*を仮定

燃料温度：
JNES基本解析1(SA相当)

* IAEA6月報告書記載の3号機の解析結果(事業者解析2)では、燃料内に残存するCsの初期インベントリに対する割合は約0.8％

CORSOR-Mモデルによる計算結果
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Csの燃料からの放出量(環境)

前項で評価されたRPV内部に放出されたCsが蒸気流によって環境へ放出される量を評価
RELAP解析結果の蒸気流量を使用
→ 環境への放出量は105Bqオーダー
→ 沈着したCsの再蒸発による放出量(108～1010Bqオーダー)に比べて十分低い

→ 今回の放出量評価から除外

RPV内の燃料内

部に残存するセ
シウムの合計量
は、初期インベン
トリの1％*を仮定

蒸気流量：
JNES基本解
析1(SA相当)

* IAEA6月報告書記載の3号機の解析結果(事業者解析2)では、燃料内に残存するCsの初期インベントリに対する割合は約0.8％
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燃料からの放出量評価のまとめ

•燃料内にセシウムが残存する場合を考慮

•燃料内からのセシウム放出量の評価にCORSOR-Mモデルを適用

•セシウムを内包する燃料は溶融に至らなかったと考えられ、既往

の試験(VEGA実験)と類似の条件

•CORSOR-Mモデルを用いた保守的な評価では、燃料からRPV内

への放出量は約106Bq

•環境への放出量は～105Bq程度であり、再蒸発による環境への放

出量(108～1010Bq)に比べて十分低い
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2.環境影響評価

大気中に放出されるセシウムは原子炉建屋から地上放出され
るものとして、次の被ばく経路ごとに、過渡相当、事故相当及びシ
ビアアクシデント相当の各事象が発生した場合の敷地境界（周辺
監視区域境界）での実効線量を評価した。

①放射性雲のセシウムからのガンマ線による外部被ばく

②放射性雲のセシウムの吸入摂取による内部被ばく

③地表沈着したセシウムからのガンマ線による外部被ばく

④地表沈着したセシウムから再浮遊したセシウムの吸入
摂取による内部被ばく
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1000/5.0/ ⋅⋅⋅⋅= QDQEKH Csγγ

Hγ ：放射性雲のセシウムからのガンマ線による外部被ばく実効線量（mSv）
K ：空気カーマから実効線量への換算係数（Sv/Gy）
Eγ ：ガンマ線の実効エネルギー（MeV）
QCs ：事故期間中のセシウムの大気放出量（Bq）
D/Q ：相対線量（Gy/Bq）

QQKMH CsinCs /χ⋅⋅⋅=

HCs ：放射性雲のセシウムの吸入摂取による内部被ばく実効線量（mSv）
Kin ：内部被ばく実効線量係数（成人）（mSv/Bq）
M ：成人の呼吸率（m3/s）
χ/Q ：相対濃度（s/m3）
QCs ：事故期間中のセシウムの大気中放出量（Bq）

①放射性雲のセシウムからのガンマ線による外部被ばく

②放射性雲のセシウムの吸入摂取による内部被ばく

環境影響評価に用いた計算式

【「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」
（以下、「安全評価指針」という。】

【「安全評価指針」】
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③地表沈着したセシウムからのガンマ線による外部被ばく

④地表沈着したセシウムから再浮遊したセシウムの吸入摂取による
内部被ばく

1000/ ⋅⋅⋅⋅⋅⋅= TfVQQKG Csexex χ

Gex ：地表沈着したセシウムからのガンマ線による外部被ばく実効線量（mSv）
Kex ：地表沈着による実効線量係数（成人）（(Sv/s)/(Bq/m2)）
QCs ：事故期間中のセシウムの大気中放出量（Bq）
χ/Q      ：相対濃度（s/m3）
V ：沈着速度（m/s）
f ：残存割合（－）
T           ：被ばく期間（1年間＝3.2×107（s））

TfVQQFKMG Csinin ⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅= /χ

Gin ：地表沈着したセシウムから再浮遊したセシウムの吸入による内部被ばく
実効線量（mSv）

Kin              ：内部被ばく実効線量係数（成人）（mSv/Bq）
M ：成人の呼吸率（m3/s）
F ：再浮遊率（m-1）
QCs ：事故期間中のセシウムの大気中放出量（Bq）
χ/Q ：相対濃度（s/m3）
V ：沈着速度（m/s）
f ：残存割合（-）
T ：被ばく期間（1年間＝3.2×107（s））

【「発電用軽水型原子炉施設の安全審査における一般公衆の線量
評価について」（以下、「一般公衆線量評価」という。】

【「一般公衆線量評価」】
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2.1 基本解析の解析条件及び解析結果

- セシウムの大気中放出量については、JNESの基本解
析結果（表2.1参照）を用いた。

- 相対濃度及び相対線量については、JNESの計算結果
（表2.4参照）を用いた。

- その他の解析条件については、表2.6参照
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表2.4 相対濃度及び相対線量の97%値のJNES計算結果

1.6×10-5 s/m3

9.1×10-6 s/m3

4.7×10-6 s/m3

－*

－*

－*

－*

2.6×10-5 s/m3

1.1×10-5 s/m3

相対濃度97%値

－*0.69km南西（北東）

3.2×10-19 Gy/Bq0.71km南南西（北北東）

1.8×10-19 Gy/Bq1.20km南（北）

－*1.19km西北西（東南東）

－*1.14km西（東）

－*0.73km西南西（東北東）

相対線量97%値距離評価方位（風向）

北西（南東） 1.13km 1.0×10-19 Gy/Bq

北北西（南南東） 2.11km 1.3×10-19 Gy/Bq

北（南） 2.15km 2.4×10-19 Gy/Bq

赤字：最大値

＊風向が当該方位に出現する数が全体の3%よりも小さいため、相対濃度及び
相対線量の97%値が出現しない。
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表2.5 実効線量の基本解析結果（シビアアクシデント相当）

約4.8×10-3mSv

約3.3×10-5mSv

約4.6×10-3mSv

約1.4×10-4mSv

約3.8×10-7mSv

JNES基本解析1

約1.4×10-1mSv約8.4×10-3mSv②放射性雲のセシウムの
吸入摂取による内部被ばく

約5.0×10-4mSv約2.3×10-5mSv①放射性雲のセシウムか
らのガンマ線による外部被
ばく

約3.7mSv約2.9×10-1mSv①～④合計

約2.3×10-1mSv約2.0×10-3mSv④地表沈着したセシウム
から再浮遊したセシウムの
吸入摂取による内部被ばく

約3.3mSv約2.8×10-1mSv③地表沈着したセシウム
からのガンマ線による外部
被ばく

事業者解析JNES基本解析2事象

- シビアアクシデント相当事象については、3基合計でも年間1mSv
を下回る。

- JNES基本解析と事業者解析が異なるのは、セシウムの大気中

放出量の相違による要因が大きい。
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2.2 参考解析の解析条件及び解析結果

- セシウムの大気中放出量については、東電報告書記載値を
用いた。

- 相対濃度及び相対線量については、東電報告書記載値を
用いた。

- その他の条件（表2.6）についても、事業者の設定値を使用。

3.0×10-19Gy/Bq相対線量

2.6×10-5s/m3相対濃度

東電報告書記載値

約4.0×1011 Bq
約3.5×1011 Bq

Cs-134
Cs-137

シビアアクシデント

相当

東電報告書記載値核種事象
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表2.6 解析条件の妥当性確認（1/3）

放出継続時間が1時間

なので、活動時の値が
妥当である。

22.2m3/d（一日平均）
【 「緊急時環境モニタリン

グ指針」（現在、「環境放
射線モニタリング指針」に
改訂） （ICRP Publ.71） 】

1.2m3/h（活動時）
【「安全評価指針」 （ICRP
Publ.71） 】

成人の呼吸率（m3/s）

記載ミス無しCs-134；2.0×10-5

Cs-137；3.9×10-5

【 「緊急時環境モニタリン

グ指針」（現在、「環境放
射線モニタリング指針」に
改訂） 】

Cs-134；2.0×10-5

Cs-137；3.9×10-5

【 「環境放射線モニタリン
グ指針」 】

内部被ばく実効線量係数
（成人）（mSv/Bq）

②放射性雲のセシウムの吸入摂取による内部被ばく実効線量

計算ミス無し
両者の違いは、出典の
違いによるものである
が、結果にあまり影響
はないと考えられる。

Cs-134；1.58
Cs-137；0.56
【「発電用軽水型原子炉施
設における放出放射性物
質の測定に関する指針」
のガンマ線放出エネル
ギーと放出比から算出】

Cs-134；1.56
Cs-137；0.60
【「一般公衆線量評価」】

ガンマ線の実効エネルギ
ー（MeV）

記載ミス無し1.0【同左】1.0【「安全評価指針」】空気カーマから実効線量
への換算係数（Sv/Gy）

①放射性雲のセシウムからのガンマ線による外部被ばく実効線量

妥当性確認欄事業者【出典】JNES【出典】パラメータ
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FGR12に、0.5の値が

記載されているかどう
か再確認が必要

0.5【FGR12（EPA-402-R-
93-081）】

1.0【「一般公衆線量評価」
に0.5とあるが、保守的に
1.0と仮定（意見聴取会委

員コメント）】

記載ミス無し0.01【同左】0.01【「一般公衆線量評

価」】

実効線量当量係数で
はなく、ICRP90年勧告

ベースで計算した方が
望ましいが、結果にあ
まり影響はないと考え
られる。

Cs-134；1.5×10-15

Cs-137；5.8×10-16

【FGR12 （EPA-402-R-
93-081） （ICRP77年勧

告）】

Cs-134；1.4×10-15

Cs-137；5.3×10-16

【FGR12 （EPA-402-R-
93-081） （ICRP90年勧告

ベースで計算）】

残存割合（－）

沈着速度（m/s）

地表沈着による実効線量
係数（成人）
（(Sv/s)/(Bq/m2)）

③地表沈着したセシウムからのガンマ線による外部被ばく実効線量

妥当性確認欄事業者【出典】JNES【出典】パラメータ

表2.6 解析条件の妥当性確認（2/3）
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FGR12に、0.5の値が

記載されているかどう
か再確認が必要

0.5【FGR12（EPA-402-R-
93-081） 】

1.0【「一般公衆線量評価」
に0.5とあるが、保守的に
1.0と仮定（意見聴取会委
員コメント） 】

残存割合（－）

記載ミス無し0.01【同左】0.01【「一般公衆線量評

価」】

沈着速度（m/s）

事業者は再浮遊ウェザリ
ング方程式から、再浮遊
のウェザリングによる減
衰を無視して、初期値を
1年間一定として採用

1.0×10-5

【NUREG/CR-6613 
(Code Manual for 
MACCS2）のRWCOEF】

1.0×10-6

【「一般公衆線量評価」】

再浮遊率（m-1）

記載ミス無し22.2m3/d（一日平均）
【 「緊急時環境モニタリン

グ指針」（現在、「環境放射
線モニタリング指針」に改
訂） （ICRP Publ.71） 】

22.2m3/d（一日平均）
【「安全評価指針」（ICRP
Publ.71）】

成人の呼吸率（m3/s）

記載ミス無しCs-134；2.0×10-5

Cs-137；3.9×10-5

【 「緊急時環境モニタリン

グ指針」（現在、「環境放射
線モニタリング指針」に改
訂） 】

Cs-134；2.0×10-5

Cs-137；3.9×10-5

【「環境放射線モニタリン
グ指針」 】

内部被ばく実効線量係数
（成人）（mSv/Bq）

④地表沈着したセシウムから再浮遊したセシウムの吸入摂取による内部被ばく実効線量

妥当性確認欄事業者【出典】JNES【出典】パラメータ

表2.6 解析条件の妥当性確認（3/3）
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表2.7 実効線量の参考解析結果の比較表（シビアアクシデント相当）

約3.7mSv約3.7mSv①～④合計

約2.3×10-1mSv約2.3×10-1mSv④地表沈着したセシウムから再浮
遊したセシウムの吸入摂取による
内部被ばく

約3.3mSv約3.3mSv③地表沈着したセシウムからのガ
ンマ線による外部被ばく

約1.4×10-1mSv約1.4×10-1mSv②放射性雲のセシウムの吸入摂
取による内部被ばく

約5.0×10-4mSv約5.0×10-4mSv①放射性雲のセシウムからのガン
マ線による外部被ばく

事業者解析JNES参考解析被ばく経路

- 参考解析の結果が事業者解析と一致することから、計算過程

に誤りがないことを確認した。
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2.3 感度解析の解析条件及び解析結果

感度解析1；降雨の影響

感度解析2；吹き上げ高さ（浮力による上昇）の影響

感度解析3；実効放出継続時間の影響

- シビアアクシデント相当事象を対象に次の感度解析を行い、
線量に及ぼす影響を確認した。

2.3.1 感度解析1（降雨の影響）

- 湿性沈着を無視した場合と湿性沈着を考慮した場合の相対
沈着量を比較すると、出現確率97%値では大差ないことが

確認できた。
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1000⋅⋅⋅⋅= TfCKG gexex

Gex ：グランドシャイン実効線量（mSv）
Kex ：地表沈着による実効線量係数（成人）（(Sv/s)/(Bq/m2)）
f ：残存割合（－）
T           ：被ばく期間（1年間＝3.2×107（s））

Csg QSC ⋅=
Cｇ ：セシウムの地表面濃度（Bq/m2）
QCs ：セシウムの大気中放出量（Bq）

QVS /χ⋅=
S ：相対沈着量（1/m2）
V ：沈着速度（m/s）
χ/Q ：相対濃度（s/m3）

5.04102.1

)(
2

R

xV

VVV

zr

rd

⋅×=Λ

Λ=

+=

−

σπ

Vd ：乾性沈着速度（m/s）
Vr ：湿性沈着速度（m/s）
Λ ：ウォッシュアウト係数（1/s）
σz(x) ：距離xにおける垂直方向の拡散パラメータ（m）
R ：降雨強度（mm/h）

感度解析1に用いた計算式
時刻iにおける気象データから相対沈着量等を次式で計算する。

【H.D. Brenk and K.J. Vogt,”The Calculation of Wet Deposition from 
Radioactive Plumes,” Nuclear Safety, 22, 362 (1981)】

【｢日本原子力学会標準 原子力発
電所の確率論的安全評価に関する
実施基準（レベル3PSA編）：
2008」】
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表2.8 相対沈着量、地表面濃度及び実効線量の結果（感度解析1）

97%値
（上段：降雨無しの場合（湿性沈着を無視）／下段：降雨を含めた場合（湿性沈着を考慮））

約2.9×103

約3.4×103

約1.6×103

約1.6×103

約8.3×102

約8.3×102

約4.6×103

約4.6×103

約1.9×103

約1.9×103

Cs-134地表面
濃度*（Bq/m2）

約2.8×10-1

約2.8×10-1

約2.6×10-7

約2.6×10-7
南南西（北北東）

約1.2×10-1

約1.2×10-1

約1.1×10-7

約1.1×10-7
南（北）

グランドシャイン
実効線量（mSv）

相対沈着量
（1/ｍ2）

評価方位（風向）

北西（南東） 約4.7×10-8

約4.7×10-8

約5.0×10-2

約5.0×10-2

北北西（南南東） 約9.1×10-8

約9.3×10-8

約9.7×10-2

約1.0×10-1

北（南） 約1.6×10-7

約1.9×10-7

約1.7×10-1

約2.1×10-1

＊地表面濃度（基本解析2の放出量を使用）の結果が大きいCs-134のみ代表で記載した。

下線付：最大値
赤字；降雨を含めた場合、降雨無しの場合に比べて結果が大きい。
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2.3.2 感度解析2（浮力による上昇の影響）

- 浮力による上昇を考慮した場合、放出高さが高くなったことにより、相
対濃度の最大値出現距離が敷地境界よりも遠くなった評価方位もある
が、相対濃度の値は、地上放出に比べて低いことが確認できた。

( ) ⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
−⋅

⋅⋅⋅
= 2

2

2
exp1/

zzy

H
u

Q
σσσπ

χ

u
xFh

32316.1 ⋅⋅
=Δ

⊿h ：浮力による放射性雲の上昇距離（m）
x ：風下距離（m）
u ：風速（m/s）
F ：発生源からの上昇流束（m4/s3）≒8.8×10-6×Q
Q ：エネルギー放出率（J/s）

（温度の基本解析2結果から、約1.1×106（J/s））

感度解析2に用いた計算式

浮力による上昇を考慮した場合、放出高さH＝0（地上放出）+⊿ｈと仮定

【G.A. Briggs,”Lift-off of Buoyant Gas Initially on the Ground,” ADTL 
Contribution File No.87, Air Resources Atmospheric Turbulence and 
Diffusion Laboratory, NOAA, Oak ridge, Tennessee (1973)】

【「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」
（以下、「気象指針」という）】

浮力による上昇は、次の条件のいずれかにより停止する。
1） Briggs提案の⊿hが300F/u3に達したとき
2) 混合層高さに達したとき 【「レベル3PSA標準」】
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基本解析（地上放出）

1.0×10-68.1×10-63.7×10-64.6×10-67.0×10-6相対濃度最
大値（s/m3）

浮力による上昇を考慮した場合

約5.8km約2.11km約1.13km約1.06km約1.2km最大値出現
距離

約166m約26m約98m約170m約63m放出高さ

1.6×10-59.1×10-64.7×10-62.6×10-51.1×10-5相対濃度

（s/m3）

DDBBC97%値の

大気安定度

2.6m/s4.8m/s3.1m/s1.6m/s3.6m/s97%値の

風速

2.15km2.11km1.13km0.71km1.2km距離

北

（南）

北北西

（南南東）

北西

（南東）

南南西

（北北東）

南

（北）

評価方位

（風向）

表2.9 相対濃度97%値の結果（感度解析2）

下線付：最大値
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2.3.3 感度解析3（実効放出継続時間の影響）

- JNES基本解析1の放出率から、次式で実効放出継続時間を計算す
ると1hとなるため、結果に影響はない。

- JNES基本解析2の放出率から、次式で実効放出継続時間を計算す
ると4hとなる。この場合、実効放出継続時間1hの場合に比べて、相
対濃度97%値は約1.6倍、相対線量97%値は約1.0倍となった。

実効放出継続時間（h）＝
事故期間中のセシウムの全放出量（Bq）

1時間当たりの最大放出量（Bq/h）

3.3×10-19 Gy/Bq4.1×10-5 s/m3実効放出継続時間4h
3.2×10-19 Gy/Bq2.6×10-5 s/m3実効放出継続時間1h
相対線量97%値相対濃度97%値

約4.6×10-1mSv実効放出継続時間4hの場合

約2.9×10-1mSv実効放出継続時間1hの場合

実効線量（被ばく経路合計）

＊実効線量合計値には、被ばく経路③（地表沈着したセシウムからのガンマ線による外部被ばく）の寄与
が大きいので、相対濃度の違いがほぼ反映される。

【「気象指針」】
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表2.10 相対濃度及び相対線量の97%値の結果（感度解析3）
（シビアアクシデント相当事象；実効放出継続時間4h）

2.6×10-5 s/m3

1.0×10-5 s/m3

5.9×10-6 s/m3

2.5×10-6 s/m3

3.3×10-6 s/m3

9.8×10-6 s/m3

1.1×10-5 s/m3

4.1×10-5 s/m3

2.5×10-5 s/m3

相対濃度97%値

1.5×10-19 Gy/Bq0.69km南西（北東）

3.3×10-19 Gy/Bq0.71km南南西（北北東）

2.7×10-19 Gy/Bq1.20km南（北）

4.8×10-20 Gy/Bq1.19km西北西（東南東）

6.4×10-20 Gy/Bq1.14km西（東）

1.3×10-19 Gy/Bq0.73km西南西（東北東）

相対線量97%値距離評価方位（風向）

北西（南東） 1.13km 9.7×10-20 Gy/Bq

北北西（南南東） 2.11km 1.5×10-19 Gy/Bq

北（南） 2.15km 2.7×10-19 Gy/Bq

赤字：最大値
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要因分析

- 福島第一では、相対濃度97%値の最大値が出現する風向
（北北東）では、実効放出継続時間1hの場合、相対濃度97%
値としてB型が出現している。

- 実効放出継続時間が長くなると、継続時間中に相対濃度が大
きくなるD,E,F型の出現頻度が多くなるため、相対濃度97%値

が大きくなる。

- なお、他の幾つかのサイトの気象データを用いて確認したとこ
ろ、地上放出の場合、実効放出継続時間が短い方が相対濃
度97%値及び相対線量97%値は保守的となった（大半が大
気安定度Fの際に97%値が出現）。
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3.まとめ

- 基本解析では、セシウムの放出量及び環境影響評価を行い、
最終的な線量の計算結果が3基合計でも年間1mSvを下回る

ことを確認した。
- 参考解析では、事業者と同等な解析モデル及び解析条件を

用いてセシウムの放出量及び環境影響評価を行い、評価結
果を比較することによって、保守性の大きな事業者評価の計
算過程に誤りがないことを確認した。

- 線量の感度解析では、降雨を考慮した場合や浮力による上
昇を考慮した場合でも結果にあまり影響がないことを確認し
た。

シビアアクシデント相当事象に対する基本解析、参考解析及び
感度解析の結果、次のことを確認した。


